
国立大学法人筑波大学の平成20年度に係る業務の実績に関する評価結果

１ 全体評価

筑波大学は、先端的・独創的な知の創出と個性輝く人材の育成を通じて世界に貢献す

ることを使命として、法人化後の成果と課題を踏まえ、法人運営の質の充実を図りつつ、

学群教育の充実と大学院教育の高度化・実質化への取組強化、施設整備の効率的推進と

広範な重点施策を中心に経営基盤の強化と教育研究の高度化に取り組んでいる。

業務運営については、男女共同参画の推進に係る基本理念と基本方針の制定、戦略的

経営体制を担うための本部任用教員制度を活用するほか、業務改善提案に基づいた納品

検収所の集約等、業務の簡素化・効率化の推進に取り組んでいる。

財務内容については、他の同規模大学との比較分析を行い、契約方法の改善、全学的

な省エネルギー対策等の節減化方策に取り組んだ結果、一般管理費比率が削減するなど

効果が現れている。

一方、年度計画に掲げている共同研究の件数の増加を図ることについては、産学連携

体制の強化等に取り組んでいるものの、平成 19 年度から平成 20 年度にかけて共同研究

の件数が減少していることから、着実な取組が求められる。

その他業務運営については、教育研究活動中の不慮の災害・事故補償のため、保険料

を大学が全額負担し、全学生が学生教育研究災害傷害保険に加入している。

教育研究の質の向上については、国際的な活躍に必要な英語力とコミュニケーション

能力の育成、大学院教育における幅広い視野を持った専門家の育成を目的とした大学院

共通科目（48 科目）の開設等に取り組んでいる。また、積極的な技術移転及び大学発ベ

ンチャー創出の支援により、大学発ベンチャー企業が順調に増加している。

２ 項目別評価

Ⅰ．業務運営・財務内容等の状況

（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標

①運営体制の改善、②教育研究組織の見直し、③人事の適正化、

④総人件費改革、⑤事務等の効率化・合理化

平成 20年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 男女共同参画の推進に係る基本理念と基本方針を定めている。また、常勤職員及び

非常勤職員を対象に、教育・研究・就業と家庭生活との両立支援とワークシェアリン

グの観点から、育児のための｢短時間勤務制度｣を導入している。

○ 戦略的経営体制を担う要員等を確保するため、本部任用教員制度を導入し、国際部

長を兼任する本部任用教員を外部から登用している。

○ 財務内容の改善によって捻出した財源の活用により、大学改革・改善推進経費、教

育支援重点経費について対前年度比８億円を増額し、老朽化した施設の改修、省エネ



ルギー対策、留学生支援、ティーチング・アシスタント（TA）・リサーチ・アシスタ

ント（RA）経費等に充当している。

○ 教育研究業績等を重視した国籍や性別にとらわれない人事を維持しつつ、外国人教

員率の拡大に資するよう諸条件の整備を推進することが期待される。

○ 総合事務センターを整備し、学内の各部局の定型的業務の集約化を図り、各部局の

業務負担の軽減と業務の効率化を促進している。

○ 大学会館及び各宿泊施設について、受付業務を一元化するとともに管理等業務を集

約化して外部委託契約を行い、受付時間の延長及び料金徴収方法の改善等サービスの

向上・合理化を実現している。

○ 業務改善の全学的重点施策アクションプログラム及び業務改善提案に基づき、ウェ

ブサイトでの勤務時間記録システムの導入(出勤簿等の廃止)、納品検収所の集約等を

実施しており、業務の簡素化・効率化の推進に取り組んでいる。

【評定】 中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載 75事項すべてが「年度計画を上回って実施している」又は

「年度計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘

案したことによる。

（２）財務内容の改善に関する目標

①外部研究資金その他の自己収入の増加、②経費の抑制、

③資産の運用管理の改善

平成 20年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 科学研究費補助金の申請・採択率の一層の向上を図るため、全学説明会及び部局別

説明会を開催するとともに、より大型の研究種目獲得のため、ステップ・アップ支援

制度により支援を行っている。

○ 他の同規模大学との比較分析を行い、契約方法の改善、全学的な省エネルギー対策

等の節減化方策に取り組んだ結果、一般管理費比率が 3.8％（対前年度比 0.3％減）と

なるなど効果が現れている。

○ 「総合評価落札方式活用の手引き」及び「企画競争に関する契約事務の取扱いにつ

いて」等を策定し、契約の適正化に努めている。

○ 決算データにより資金運用状況を把握し、学内の資金運用体制の整備を進めた結果、

7,200 万円（対前年度比 50 ％増）の運用益を確保し、教育研究の高度化、学生支援の

充実に活用している。

○ 中期計画における総人件費改革を踏まえた人件費削減目標の達成に向けて、着実に

人件費削減が行われている。今後とも、中期目標・中期計画の達成に向け、教育研究

の質の確保に配慮しつつ、人件費削減の取組を行うことが期待される。



平成 20年度の実績のうち、下記の事項に課題がある。

（法人による自己評価と評価委員会の評価が異なる事項）

○ 「②学内シーズの発掘、企業ニーズとのマッチング等を推進し、共同研究及び受託

研究の件数の増加を図る」（実績報告書 38 頁・年度計画【292】）について、産学連携

体制の強化等に取り組んでいるものの、平成 19 年度から平成 20 年度にかけて、共同

研究の件数が減少していることから、年度計画を十分には実施していないものと認め

られる。

【評定】 中期目標・中期計画の達成に向けておおむね順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載 12 事項のうち 11 事項が「年度計画を上回って実施してい

る」又は「年度計画を十分に実施している」と認められるが、１事項につい

て「年度計画を十分には実施していない」と認められ、上記の状況等を総合

的に勘案したことによる。

（３）自己点検・評価及び情報提供に関する目標

①評価の充実、②情報公開等の推進

平成 20年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 全教員の約９割が研究者情報システムのデータを登録･公開し、研究成果の社会還元、

組織及び教員の評価等に活用している。引き続きデータ入力率の向上に向けた取組が

期待される。

○ 既存の広報誌を見直し、速報性のある情報等をウェブサイトに集約するとともに、

学内コミュニケーションの促進と構成員のアイデンティティの確立を目的とする新広

報誌｢ Tsukuba Communications ｣を創刊している。

○ ノーベル賞受賞者、オリンピックメダリストの記念品等を展示した常設の筑波大学

ギャラリーを広報拠点として活用し、つくばサイエンスツアー等、地元自治体と連携

した体制により訪問者が増加している。また、教育研究施設等を巡るキャンパスツア

ー実施により延べ約 8,000名（対前年度比 20％増）の参加者が訪れている。

○ ｢研究者・研究グループマップ｣を作成し、研究科ごと及び科学研究費補助金の分野

分類によるグループ活動の状況、様々なデータによる大学の現状分析結果等を整理し

ている。

【評定】 中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載 10事項すべてが「年度計画を上回って実施している」又は

「年度計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘

案したことによる。



（４）その他業務運営に関する重要目標

①施設設備の整備・活用等、②安全管理

平成 20年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 総合研究棟及びその移転跡スペース等を中心に、約 33,000 ㎡の全学共用スペースを

確保し、活発な活動を行う教員や組織に優先配分している。

○ 共用スペースのうち公募スペースからは使用料及び光熱水料を利用者負担として徴

収しスペース使用料 2,900 万円を使用して、教育研究施設の改善工事等を実施してい

る。

○ エネルギー消費に関するデータを可視化することにより、省エネルギーに関する情

報の共有化と意識の定着を図り、全学的に省エネルギー対策を推進･強化している。

○ 温室効果ガス排出抑制等のための実施計画に基づき、CO2 排出原単位を対前年度比

２％削減する目標達成に向けた取組を強化したことにより、目標を上回る 3.9 ％削減

の成果を挙げている。

○ 教育研究活動中の不慮の災害・事故補償のため、保険料を大学が全額負担し、学生

教育研究災害傷害保険に全学生が加入している。

○ 危機管理への対応として、安全衛生マニュアル、薬品管理マニュアル等のウェブサ

イトでの公開、ヒヤリハット事例のデータベース化等に取り組んでいる。

【評定】 中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載 27事項すべてが「年度計画を上回って実施している」又は

「年度計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘

案したことによる。

Ⅱ．教育研究等の質の向上の状況

評価委員会が平成 20年度の外形的・客観的進捗状況について確認した結果、下記の事

項が注目される。

○ 教養教育機構の設置により全学的な企画・実施責任体制を構築するとともに、｢筑波

大学教養教育の理念と目標｣を策定し、教養教育再構築の方針を明確化している。

○ 総合科目の見直しによる｢教養コアカリキュラム(コモン・コア)｣の開設に取り組み、

その一環として、物理学・化学・地球科学・生物学に対する理解を深める科目である

｢現代人のための科学｣の平成 21年度開講に向けた取組を行っている。

○ 英語による授業の拡充を推進し、海外実習・海外インターンシップ、協定校との留

学生交流等により、国際的な活躍に必要な英語力とコミュニケーション能力の育成を

図っている。



○ 大学院教育における幅広い視野を持った専門家の育成を目的とした大学院共通科目

（48科目）を開設している。

○ 計算科学の基礎的な知識・方法論から並列計算機の高度利用のための知識・プログ

ラミングまで身につける｢計算科学リテラシー｣及び｢計算科学のための高性能並列計算

技術｣を大学院共通科目として開設するとともに、学外者も対象としたサマーセミナー

を開催している。

○ 成績評価基準の明確化等のため、学群・大学院共通のシラバス作成のためのガイド

ラインを作成・周知している。

○ これまでの｢ロケット・スタート支援制度｣に加え、若手教員に対し｢若手ステップ・

アップ支援経費｣創設による支援を実施し、さらなる研究の発展を促している。

○ 産学リエゾン共同研究センターを中心に、積極的な技術移転及び大学発ベンチャー

創出の支援した結果、４社の筑波大学発ベンチャーが新たに設立され、累計 75社とな

っている。

○ クラス担任や指導教員、学生担当職員等を対象とする｢メンタルヘルスＦＤ・ＳＤ｣

を実施し、精神・心理的問題の予防に取り組んでいる。

○ 学生自らが主体的に関わり多様な活動を展開する｢つくばアクションプロジェクト

(T-ACT)｣を発足させ、学生と教職員が一体となった学生支援を開始している。

○ 多数の留学生を受け入れている環境を活かし、日本人学生と留学生が交流するコス

モス・カフェを開設し、日本人学生の外国語によるコミュニケーション能力及び留学

生の日本語能力を養成する場を設けている。

○ 留学生支援策として、学生宿舎への新規入学者の希望者全員入居、留学生当たりチ

ューター１名配置の実現、留学生向け文書の日英両言語化等に取り組んでいる。

○ 学術機関リポジトリの充実のため、学術雑誌掲載論文等のコンテンツを新たに登録

・公開するとともに、機関リポジトリ横断検索システムを改善し、学術情報へのナビ

ゲート機能の利便性を向上させている。

全国共同利用関係

○ 全国共同利用の研究施設である計算科学研究センターは、研究者コミュニティに開

かれた運営体制を整備し、大学の枠を越えた全国共同利用を実施している。東京大学

・京都大学と共同仕様策定したスーパーコンピュータ「T2K － tsukuba」の稼動を開始

し、学際共同利用プログラムの下で全国共同利用を開始している。また、計８件のシ

ンポジウム等を開催し、稼動予定のスーパーコンピュータの有効活用に向けた運用体

制・利用方法・研究展開等について情報提供を行っている。

附属病院関係

○ 充実した初期臨床研修を提供するために、基本研修科目のすべてを院内で研修でき

るプログラムを追加し、後期研修プログラムではリハビリテーション養成コースを追

加する等、研修医や地域のニーズを考慮した教育体制を整備している。また、陽子線

医療機器が医療用具として承認されたことから、先進医療としての治療を開始し治療

実績を確実に上げている。診療では、７対１看護体制の導入、集中治療室（ICU）の



増床を図った結果、前年度実績を約 11 億 5,000 万円上回る附属病院収入を確保してい

る。

今後、国立大学病院初となる PFI 方式での再開発整備や地域医療向上を目的とした

水戸地域医療教育センターの運営等、病院独自の魅力ある取組が期待される。

（教育・研究面）

○ 特定非営利活動法人（NPO）卒後臨床研修評価機構による第三者評価の認定を受け

ている。

○ 大学病院連携型高度医療人養成推進事業（東関東・東京高度医療人養成ネットワー

ク）により、５大学による循環型キャリア形成システムの構築に向けた準備を進めて

いる。

○ 社会的ニーズに対応した質の高い医療人養成推進プログラム（女性医師・看護師キ

ャリアアップ支援システム）の実施により、女性医師・看護師の出産後等の復職を支

援するための受入れを開始している。

○ 茨城県厚生農業協同組合連合会との緊密な連携と協力、地域医療の向上を目的とし

た水戸地域医療教育センターを設置する協定を締結している。

（診療面）

○ 先進医療としての陽子線治療では 74名の新規患者に対して治療を行っている。

○ 外来化学療法室のベッド数を 13 床から 18 床に増床して整備を図るとともに、化学

療法のレジメンの登録申請・認定手続と抗がん剤治療計画書の運用計画に関する基本

ルールを取りまとめ、抗がん剤治療の安全性の確保に努めている。

○ 外国人患者への診療通訳支援として、中国語、韓国語、ロシア語等について診療通

訳者を 25名登録しており、患者サービスの充実を図っている。

○ 各病棟の症度に応じた看護師の配置を検討し、７対１看護体制の効率的実施に向け

た看護師の配置を行っている。

（運営面）

○ 診療実績に応じて看護師の適正配置を行い、診療体制の向上に向けて病院講師、医

員、看護師、コメディカルを増員している。

○ 医療材料調達において、業者あてに手動で行っていた発注業務を、物流システムを

利用したオンライン自動発注の実現により効率化に努めている。
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申立ての内容 申立てへの対応 

 

【評価項目】 

 １ 項目別評価 

  Ⅰ 業務運営･財務内容等の状況 

   (2) 財務内容の改善 

 

【原文】 

「②学内シーズの発掘、企業ニーズとの

マッチング等を推進し、共同研究及び受託

研究の件数の増加を図る」（実績報告書38

頁・年度計画【292】）について、産学連携

体制の強化等に取り組んでいるものの、平

成19年度から平成20年度にかけて、共同研

究の件数が減少していることから、年度計

画を十分には実施していないものと認めら

れる。      

 

【申立内容】 

 削除願いたい 

 

【理由】 

 当該年度計画は、中期計画【292】「学内

シーズの発掘、データベースの構築、企業

ニーズとのマッチング等を推進する支援体

制を確立。」に基づき、学内の産学連携の

機能を最大限活用し、学内シーズの発掘、

企業ニーズとのマッチング等の取り組みを

一層強化することが目標であり、それらの

取り組みを通じて共同研究･受託研究の増

加が図られるという趣旨である。 

この年度計画に沿って、20年度は、ビジ

ネス･インキュベーション・マネージャーや

アシスタント・コーディネーターの増員等

産学連携業務に関する体制を強化するとと

もに、産学連携交流会･展示会への参加を増

加させるなど、獲得に向けた取り組みを着

実に実施した。 

【対応】 

 原案のとおりとする。 

 

【理由】 

 年度計画【292】については、その達成に

向け取り組まれていることは理解するが、

前年度と比べ共同研究の件数が減少してい

るほか、受入額も減少していることから、

当該年度計画を十分には実施していないも

のと認められるため。 



 

以上のことから、年度計画を十分実施し

ていると判断した。 

 なお、共同研究件数は前年度に比べ減少

しているものの、16年度から20年度までの

累計件数は、中期目標期間の目標（中期計

画【114】共同研究累計450件、受託研究累

計900件）を既に達成しており、中期目標･

中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

と判断できる。 

 

 


